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第１部 中小企業の動向                

第１章 福岡県経済の動向 

１．世界と日本経済の動向 

３ 世界の貿易動向（P3）図 1－1－3 

・世界貿易額は、3 年連続で 40 兆ドルを超えた一方、エネルギーや食糧価格などが下落傾向に転じ

たことで 3 年ぶりに前年比で減少となった。 

・日本貿易額は、円安・物価高の影響により輸出が過去最高額を更新し、輸入は前年に続いて 110

兆円を超えて過去 2 番目の高水準となった。 

貿易額の推移（世界・日本） 

 

 
出所：国際貿易センター「INTERNATIONAL TRADE STATISTICS」より作成 
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４ 世界各国の労働生産性（P4）図 1－1－4 

・1 人当たり労働生産性の日本の順位は、2021 年の 29 位から更に低下して 31 位。データ取得可

能な 1970 年以降で最も低い順位に落ち込んでいる。 

OECD 加盟諸国の就業者 1 人当たり労働生産性（2022 年/38 か国比較） 
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２．福岡県経済の動向 

１ 県内総生産と県民所得（P5）表 1－2－1 

・2021 年度の県内総生産は、日本経済と同様に新型コロナウイルス感染拡大の影響が長期化する中で

経済活動の正常化がすすめられた結果、建設業、卸売・小売業、保健衛生・社会事業などが増加し、

名目で前年度比 3.2％増の 19 兆 4,571 億円、実質で同 3.1％増の 19 兆 471 億円となった。 

県内総生産（名目・実質）と県民所得 

   （実額（億円）） 

区分 2020 年度 2021 年度 
2022 年度（参考値） 2023 年度（参考値） 

*2024.9.29 速報 *2024.9.29 速報 

県内総生産（名目） 188,459 194,571   

（対前年度増加率） (-5.0) (-3.2)   

県内総生産（実質） 184,705 190,471   

（対前年度増加率） （-7.9） (1.0)   

県民所得 134,959 140,021 
- - 

（対前年度増加率） （-7.4） (3.8） 
    

出所：福岡県調査統計課「令和 3（2020）年度県内経済・市町村民経済計算報告書」 

「福岡県県民経済計算(県 GDP)四半期別速報［2024 年 4-6 月期）］より作成 

 

２ 企業部門の動向 

（２）設備投資（P6）図 1－2－3 

・2023 年度は製造業が、半導体向け技術開発投資などがみられたことから、全産業とともに過去最大

の増加となり、非製造業は、旅客輸送分野や不動産関連投資、大型再開発などにより過去 4 番目に高

い伸びとなった。2024 年度も前年からの高い水準を持続し、4 年連続増加となる見込み。 

 

設備投資額の推移（福岡県） 

注：2024 年度については計画の数値を記載 

出所：（株）日本政策投資銀行「九州地域設備投資計画調査」より作成 
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（５）企業倒産（P8）図 1－2－7 

・2023 年における福岡県の企業倒産件数は、全産業で前年から 117 件増加して 378 件となる一方、負

債総額は前年を下回り 553 億円となった。企業倒産件数が増加した主な要因として、「ゼロゼロ融資」

の返済の本格化や原材料価格・人件費の上昇などの影響が考えられる。 

 

企業倒産の推移（福岡県） 

 
出所：(株)東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」より作成 

 

３ 家計部門の動向 

（４）賃金（P11-12）図 1－2－13、図 1－２－14 

・「きまって支給する給与」の年平均額は、一般労働者・パートタイム労働者ともに 3 年連続で前年を

上回った。また、企業規模別給与額は、大企業は 4.3 千円増加、中小企業は 1.9 千円減少となった。 

 

きまって支給する給与額の推移（全国・福岡県） 
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注： 「きまって支給する給与」は所定内給与と超過労働給与をあわせたもの。 

出所 ：厚生労働省「毎月勤労統計調査」、福岡県調査統計課「毎月勤労統計調査地方調査」より作成 

 

企業規模別給与額の推移（福岡県） 

 
注：ここでは「給与額」は、6 月分のきまって支給する現金給与額をいう。 

注：大企業とは労働者数 1000 人以上、中小企業とは労働者数 10～999 人と分類している。 

出所 ：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成 

 

 

第２章 中小企業を取り巻く環境 

２．グローバリゼーションの進展 

１ アジア経済と福岡県経済 

（４）交流人口の動向 

①福岡県で働く外国人労働者（P19）表 2－2－5 

・全国の外国人労働者数は約 205 万人で、届け出が義務化された 2007 年以降、初めて 200 万人を超

えた。福岡県の外国人労働者数は 64,990 人で、国籍別ではベトナム（31.1%）とネパール（18.8%）

の割合が高くなっている。また、在留資格別では「留学」が 30.5%と、全国の 13.4%を大きく上回

っているほか、「専門的・技術的分野の在留資格」は 15,434 人と、2019 年（8,366 人）からの 5 年

間で倍増している。 
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外国人労働者数の推移（全国・福岡県） 

 

 
出所：厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況表一覧（令和 5 年 10 月末現在）より作成 

 

②福岡県への外国人入国者数（P20）表 2－2－6 

・2023 年における福岡県への外国人入国者数は 279 万 7 千人となっており、2022 年の 40 万 2 千人

から大幅に増加。増加の主な要因として、2022 年 3 月以降、新型コロナウイルス感染拡大の影響に

伴う外国人の新規入国制限等が緩和され、国際旅客便数等が増加したことが考えられる。 
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外国人入国者数の推移（全国・福岡県） 

 
 

 
出所：法務省「出入国管理統計」より作成 

（単位：千人）

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 構成比 前年比 2023/2019年
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(単位：千人）

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 構成比 前年比 2023/2019年
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米国 28 4 0 4 34 1.2% 881.6% 119.6%
カナダ 11 1 0 1 12 0.4% 821.4% 104.5%

13 2 0 1 14 0.5% 992.9% 106.9%

オーストラリア 11 1 0 1 12 0.4% 1090.9% 109.1%
その他 2 0 0 0 3 0.1% ‐ 0.0%

491 45 0 0 0 0.0% ‐ 0.0%

北アメリカ計

オセアニア計

船舶観光上陸数

総数
アジア計

ヨーロッパ計

＜全国＞ 

＜福岡県＞ 
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３章 県内中小企業の動向 

２．県内中小企業の現状と課題 

１ 開廃業率の推移（P27）図 3－2－1、図 3－2－2 

・本県の 2023 年度の開業率は 4.6％と前年度から微増となり、全国平均の 3.9％を引き続き上回っ

ている。 

・廃業率は 3.61％と前年度から 0.22%増加したものの、全国平均も 3.25％から 3.91％に 0.66％増

加している。 

開業率の推移（全国・福岡県） 

 

 

廃業率の推移（全国・福岡県） 

 
出所： 厚生労働省「雇用保険事業月報・年報」より作成 

 

２ 中小企業の経営基盤の強化 

（２）人手不足の状況（P28）図 3－2－3【11 月以降更新】 

・本県の中小企業における従業員過不足 DI（現在の従業員数が「過剰と答えた企業の割合」から
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「不足と答えた企業の割合」を引いたもの）は、2009 年頃から全産業でマイナス（人手不足）と

なっており、2023 年においても依然として人手不足感が強い状況が続いている。 

 

中小企業の業種別従業員過不足 DI の推移（福岡県） 

 
出所：独立行政法人中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」より作成 

 

（３）経営者の高齢化と事業承継（P29）図 3－2－6 

・県内中小企業における 60 歳以上の経営者のうち、｢事業を継続したいが、後継者候補がいない｣

又は｢自分の代で廃業するので、承継は考えていない｣という事業者が約 36%に達しており、「後

継者候補はいるが、まだ本人に伝えていない」という事業者も約 14％を占める。 

こうした県内中小企業に対し、事業承継を働きかけていくことが必要。 

60 歳以上の経営者の後継者の決定状況（福岡県） 
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全産業 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業(DI、%ポイント)

212社

49.9%

182社

44.4%

59社

13.9%

64社

15.6%

53社

12.5%

64社

15.6%

101社

23.8%

100社

24.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024

2023

後継者が決まっており、後継者本人も了解している 後継者候補はいるが、まだ本人に伝えていない

事業を継続したいが、後継者候補がいない 自分の代で廃業するので、承継は考えていない

注：経営者の年齢が 60 歳以上（60 歳代、70 歳代、80 歳代）と回答した 457 社を対象。 

出所：福岡県商工政策課アンケート調査（令和 5 年 7 月～8 月）より作成 
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（４）ＤＸ化（P30-31）図 3－2－7、図 3－2－8、図 3－2－9、図 3－2－10 

・県内の中小企業の約 7 割が｢DX を知っている｣と回答したものの、残りの約 3 割は依然として｢DX

を知らない｣と回答。 

・「DX を知っている」と回答した企業の半数以上が、「SNS を活用した情報発信」や「ペーパーレス

化」等に取り組んでおり、「DX を実践中」のと回答した企業の 5 割超が「DX の取組が業績にプラ

スの影響を与えている」と回答。 

・DX の課題としては｢必要なスキルやノウハウがない｣、｢対応できる人材がいない｣との回答がそれぞ

れ３割超あり、人材面で課題を感じている企業が多い。 

 

ＤＸの取組状況

 

 

ＤＸの具体的な取組・検討内容 

 
注：DX の取組状況について「実践中・検討中」と回答した 492 社を対象（複数回答可）。 

 

 

 

 

 

 

292社

24.5%

267社

23.0％

200社

16.8%

183社

15.8％

352社

29.6%

340社

29.3％

347社

29.1%

370社

31.9％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024

2023

ＤＸを知っており、実践中 ＤＸを知っており、取組開始に向けて検討中

ＤＸを知っているが、取組の予定はない ＤＸを知らない

4.3%

7.1%

13.4%

8.7%

15.4%

14.0%

27.6%

32.3%

29.5%

35.8%

51.0%

53.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

デジタル人材の採用、育成

新規製品・サービスの創出

ビジネスモデルの変革

既存製品・サービスの高付加価値化

テレワークの実施

デジタル化への対応に伴う業務プロセス・組織の…

紙ベースの情報のデータベース化

Web会議システムの導入

オンラインでの商談・営業

ペーパーレス化

SNSを活用した情報発信
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ＤＸの業績への影響 

 
注：DX の取組状況について「実践中」と回答した 292 社を対象 

 

ＤＸの取組に向けた課題 

 
注：1,191 社を対象（複数回答可）。 

出所：福岡県商工政策課アンケート調査（令和 6 年 7 月～8 月）より作成 

調査対象：県内中小企業 1,191 社 

 

（５）人材育成（P32-33）図 3－2－11、図 3－2－12、図 3－2－14、図 3－2－15 

・人材確保の状況について、47.5%が｢不足｣又は｢やや不足｣と回答。 

・｢不足｣又は｢やや不足｣と回答した企業では、不足している人材として｢即戦力（業界経験者）｣が最

も多く、生産年齢人口の減少や企業間における人材獲得競争の激化が要因と考えられる。 

・人材育成については、｢特に行っていない｣との回答が最も多く、人材育成の取組を妨げる要因とし

て｢指導・育成を行う能力のある社員がいない、もしくは不足している｣という指導側の要因や、｢社

員が多忙で、教育を受けている時間がない｣という職場環境に係る要因が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

0.3%

3.8%

15.4%

26.4%

54.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ややマイナスの影響を及ぼした

未回答

大きくプラスの影響を及ぼした

どちらとも言えない

ややプラスの影響を及ぼした

2.9%

3.9%

6.0%

4.5%

13.1%

18.8%

17.2%

18.8%

29.8%

35.8%

33.8%

0% 10% 20% 30% 40%

既存システムがデータ利活用に対応できない

成果や収益が見込めない

自社のみ対応しても効果が期待できない

その他

アナログな企業風土が定着している

対応する費用が確保できない

どこから手をつけて良いかわからない

必要性を感じない

対応する時間が確保できない

対応できる人材がいない

必要なスキルやノウハウがない
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人材の確保状況

 
 

不足している人材 

 
注：人材の確保について「不足・やや不足」と回答した 566 社を対象。 

 

人材育成の取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

198社

16.6%

202社

17.4％

368社

30.9%

369社

31.9％

610社

51.2%

577社

49.7％

13社

1.1%

11社

0.9％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024

2023

不足 やや不足 適切 やや過剰 過剰

1社

0.1%

2社

0.2%

2.8%

1.4%

3.2%

18.9%

23.8%

49.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

未回答

その他

管理職級

パート・アルバイト等

若手（新卒・業界未経験者）

即戦力（業界経験者）

2.1%

2.3%

8.2%

5.7%

9.4%

13.8%

15.5%

21.7%

32.2%

38.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

メンター制度の実施

その他

社外との人事交流

育成プログラムの作成・実施

社内研修制度の充実

社外セミナーへの参加

技術やノウハウの見える化

資格取得支援

従業員間の自主的な取組

特に行っていない
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人材育成の取組を妨げる要因 

 
注：人材育成の取組状況について「特に行っていない」と回答した 462 社を対象（複数回答可） 

図 3-2-11～3-2-14 

出所：福岡県商工政策課アンケート調査（令和 6 年 7 月～8 月）より作成 

調査対象：県内中小企業 1,191 社 

  

3.7%

1.9%

6.5%

7.8%

14.3%

15.4%

18.6%

19.5%

22.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

外部機関を利用したいが、適切な機関がわからない

現場での先輩から後輩への技術やノウハウの承継が上手くい

かない

人材の訓練・育成のための設備や施設が社内にない、もしく

は不足している

社内のニーズにマッチする施策やプログラムがない

指導・育成のノウハウが社内に蓄積していない

人材育成のために必要となる費用を捻出できない

社員が多忙で、教育を受けている時間がない

指導・育成を行う能力のある社員がいない、もしくは不足し

ている

その他
「従業員がいない」「個人経営」 

などの回答が多数 
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第２部 令和 5 年度中小企業振興施策の実施状況      

第１章 推進する施策と令和 5 年度の取組内容 

１ 中小企業の創業の促進を図るための施策 

【令和 5 年度の主な取組内容】 

（１）創業希望者の確保及び育成 

○大学発ベンチャーの事業成長支援（P44）  

・県内スタートアップの成長促進を目的として、九州大学と連携して設立した、高度経営層を対象

とした人材バンク（CXO バンク）を構築・運営した。（CXO バンク登録者数：404 名、マッチン

グ成立 22 件） 

（３）創業に必要な資金の円滑な供給 

○ISSIN（P46）  

・個社の課題に応じたメンタリングや外部とのマッチング等の伴走支援を実施し、資金調達の達成

を目指すプログラム「ISSIN」を実施した。 

・県内バイオスタートアップへの投資や製薬企業等との協業を生み出すことを目的として、世界最

大のバイオ産業拠点であるアメリカ合衆国・ボストンへ訪問団を派遣した。 

（４）その他創業の促進を図るために必要な施策 

○インキュベーションルームの提供（P46）  

・（公財）福岡県産業・科学技術振興財団、（株）久留米リサーチ・パーク等において、インキュベ

ーションルームや研究開発環境の提供、入居するベンチャー企業の交流会開催などを通じ、ベン

チャー企業の創出、育成に取り組んだ。（総施設提供数：212 室） 

 

【目標指標の進捗】（P48） 

指標 当初値(R2) 目標値(R6) 実績値(R5) 達成状況1 

創業支援事業等を活用して

創業した件数 

 

1,150 件 

(単年度2) 

3,600 件 

(3 年累計値3) 

件 

(累計値) 

R6.12 把握 

地域中小企業支援協議会を中

心に、関係機関が連携して創

業相談や創業セミナーを積極

的に開催した結果、創業件数

は増加傾向にあり、順調に進

捗している。 

 

１億円以上の資金調達を行

ったベンチャー企業数 

 

12 社 

(単年度) 

48 社 

(3 年累計値) 

41 社 

(累計値) 

ディープテック分野4を中心

に各種伴走支援を行うなど、

ベンチャー支援を行った結

果、資金調達企業数は、順調

に進捗している。 

 

 

◎ 

 

 

                                                   
1 達成状況：◎達成率 100%以上、○達成率 50%以上、△達成率 50%未満 
2 単年度：当該年度単体の実績値。 
3 累計値：複数年度の実績値の合計。計画終了時に実績値がどれだけ積みあがったかに着目するもの。 
4 ディープテック分野：特定の自然科学分野での研究を通じて得られた科学的な発見に基づく技術であり、その事業化・社会実装を実現 

できれば、国や世界全体で解決すべき経済社会課題の解決など社会にインパクトを与えられるような潜在力のある技術。 
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２．中小企業者の経営基盤の強化の促進を図るための施策 

【令和 5 年度の主な取組内容】 

（２）事業活動を担う人材の確保 

○生涯現役チャレンジセンター（P52）  

・福岡県生涯現役チャレンジセンターにコーディネーターを配置し、企業訪問による求人開拓や、

高齢者の相談に対応した多様な選択肢の提案、就業や社会参加のマッチング支援を実施した。（求

人開拓件数 576 社 1,781 件、就職等進路決定者数 2,045 人） 

○女性活躍推進のための官民連携基盤強化（P54）  

・福岡県で活躍する女性経営者等で構成する「福岡県女性活躍実践会議」の取組として、女性活躍・

D&I 経営の推進に向けた提言「進化する企業へ」を作成したほか、経営者等を対象とする D&I 推

進フォーラムを開催した。（参加者数 58 人） 

（３）事業活動を担う人材の育成 

○デジタル化推進人材の育成（P57）  

・ものづくり中小企業のデジタル化を支援するため、（公財）飯塚研究開発機構において、中小企業

の生産部門の責任者、現場技術者に対する人材育成講座を開催した。（参加者数 35 人） 

（４）事業活動に必要な資金の円滑な供給 

○県制度融資（P61）   

・県内中小企業者の事業運営や設備投資における資金繰りを支援するため、「長期経営安定資金」等

の県制度融資により低利の融資を行った。（8,102 件、約 1,245 億円） 

（５）情報通信技術、商談会等を活用した販路開拓の促進 

○福岡県ウェブ物産展の開催（P62）   

・本県の EC による県産品販売のプラットフォームとして「福岡県よかもんショップ」を継続して

運営し、県内中小企業の販路拡大を支援した。（総売上 約 5,700 万円） 

（６）事業承継の円滑化の促進 

○専門家派遣（P65）   

・福岡県事業承継支援ネットワークにおいて、外部専門人材（中小企業診断士や税理士等）の活用

により、個者の実情に合わせた事業承継支援を行った。（専門家派遣件数 156 件） 

（７）生産性向上の促進 

○ユニバーサルツーリズムの推進（P69） 

・観光関連事業者を対象に、ユニバーサルツーリズム推進のためのセミナーやアドバイザー派遣を

実施した。（セミナー参加者数 85 人 派遣事業者数 13 事業者） 

○プレミアム付き地域商品券の発行（P69） 

・商工会議所、商工会、商店街が行うプレミアム付き地域商品券の発行を支援した。（発行団体 157

団体（延べ 292 団体）、発行総額 約 337 億円） 

○飲食事業者の人材育成（P69） 

・県内の飲食店・宿泊施設等を対象に、ハラール・ヴィーガン等の食の多様性を普及・啓発するた

めのセミナーやハラール・ヴィーガン等に対応したメニュー開発に向けた個別支援を実施した。

（セミナー参加者数 149 人 支援事業者数 19 事業者） 
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【目標指標の進捗】（P72） 

指標 当初値(R2) 目標値(R6) 実績値(R5) 達成状況 

新成長産業分野に

おける中核人材の

育成人数 

1,750 人 

(単年度) 

8,000 人 

(3 年累計値) 

7,291 人 

(累計値) 

令和６年度の目標値へ向け、順

調に進捗している。 

 

◎ 

 

県の支援により生

産性が向上した中

小企業・小規模企

業者数 

 

34 社 

(単年度) 

300 社 

(3 年累計値) 

166 社 

(累計値) 

コロナ禍の影響により平均支援

期間が 10 か月から 12 か月へと

当初想定よりも延長している

が、順調に推移している。 

 

 

○ 

 

 

中小企業における

ＤＸの実践割合 

 

9% 

(単年度) 

※全国の参考値 

30% 

(単年度) 

23％ 

(単年度) 

DX を推進する中核人材と DX の

導入を助言する支援人材の育成

講座を実施したことにより、実

績値は 23％となり、令和６年度

の目標値へ向け、順調に進捗し

ている。 

 

 

○ 

 

 

延べ宿泊者数 

（日本人） 

997 万人泊 

(単年度) 

1,616 万人泊 

 (単年度) 

1,609 万人泊 

 (単年度) 

コロナ禍を経た観光需要が急速

に回復し、宿泊代や旅行代を割

り引く「新たな福岡の避密の

旅」観光キャンペーンや、観光

客のニーズに沿った体験プログ

ラムの磨き上げ等を行い、「食

べる、遊ぶ、泊まる」を一体的

に楽しめる本県の新たな“観光の

核”となる地域づくりを取り組ん

だこと等により、順調に進捗し

ている。 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

延べ宿泊者数 

（外国人） 

62 万人泊 

(単年度) 

426 万人泊 

(単年度) 

504 万人泊 

(単年度) 

入国制限が緩和された令和 4 年

10月以降急速に回復。ＳＮＳや海

外メディア等を活用した情報発

信、海外旅行博・商談会等でのプ

ロモーションに取り組み、順調に

進捗している。 

 

 

◎ 
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３．中小企業者の新たな事業展開の促進を図るための施策 

【令和 5 年度の主な取組内容】 

（２）新たな事業活動を担う人材の確保及び育成 

○半導体分野の人材育成（P76） 

 ・令和 5 年 8 月に「福岡半導体リスキリングセンター」を開設し、講座の提供を通して、半導体人

材を育成した。（令和 5 年度受講者数：4,216 人） 

 ○IT 人材育成（P76） 

・小中学生を対象に、学校でのプログラミング教育を通して習得した知識や技能を発揮し、プログ

ラミングへの更なる意欲を醸成する場として、ビジュアルプログラミングアプリ「スプリンギン」

を活用したオリジナル作品のコンテストを開催した。（応募作品数 10 件） 

（３）技術の高度化の促進 

○ブロックチェーン関連製品開発・実証支援（P81） 

・県内 IT 企業のブロックチェーン関連技術を使った先導的な製品開発・実証を支援した。 

（支援数 4 件） 

○宇宙ビジネスへの参入促進（P82） 

・福岡県宇宙ビジネスフォーラム in 久留米を開催した。（参加者数 延べ 300 名） 

・福岡県宇宙食開発ワークショップを開催した。（参加者数 23 名） 

・衛星データを活用したビジネス創出ワークショップを開催した。（参加者数 37 名） 

・県内企業が行う、ロケット、人工衛星等の宇宙関連機器に係る研究開発を支援した。 

（支援件数 3 件） 

 ・県内企業が行う、衛星データを活用した革新的サービスに係る研究開発を支援した。 

（支援件数 1 件） 

 ・県内企業が行う、宇宙日本食認証に係る研究開発を支援した。（支援件数 3 件） 

 ○水素・燃料電池分野の製品開発支援（P83） 

・福岡県水素グリーン成長戦略会議において、県内企業の行う事業可能性の高い製品開発を支援し

た。（支援数 5 件） 

○グリーンデバイス関連製品開発支援（P84） 

・（公財）福岡県産業・科学技術振興財団において、県内企業が行う、グリーンデバイス関連分野 

の製品開発を支援した。（支援件数 7 件） 

（４）新たな商品及び役務の開発の促進 

 ○デザインアワードの開催（P86） 

・県と福岡県産業デザイン協議会が連携し、付加価値の高い自社製品の開発を促すため、市場性を 

有しオリジナリティが高いデザイン性の優れた商品を表彰した。 

（応募企業数 148 社、応募商品数 184 件） 
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【目標指標の進捗】（P94） 

指標 
当初値

（R2） 
目標値(R6) 実績値(R5) 達成状況 

経営革新計画策定企

業のうち売上または

経常利益が向上した

企業の数 

207 社 

(単年度) 

600 社 

(3 年累計値) 

461 社 

（累計値） 

県内４地域に配置した経営革新計画策

定指導員が商工会議所、商工会の経営

指導員と連携し、実効性ある計画の策

定から実行まできめ細かく支援したこ

とにより、企業数は順調に増加してい

る。 

 

 

◎ 

 

 

 

県の支援により新た

な成長産業分野にお

ける新製品、新サー

ビスの開発件数 

34 件 

(単年度) 

120 件 

(3 年累計値) 

91 件 

（累計値） 

産学官連携による研究開発の推進や専

門家による支援、現場ニーズの掘り起

こし等を行い、開発や実用化を積極的

に促進したことにより、令和６年度の

目標値へ向け、進捗は順調である。 

 

 

◎ 

 

   

成長産業分野への新

規参画企業数 

 

89 社 

(単年度) 

300 社 

(3 年累計値) 

388 社 

（累計値） 

新たに参入を目指す企業の製品開発、

販路開拓等を支援したことにより、令

和６年度の目標値を達成した。 

 

 

◎ 

 

 

中小企業の海外展開

成約件数 

30 件 

(単年度) 

100 件 

(3 年累計値) 

66 件 

（累計値） 

新型コロナウイルス感染症が 5 類とな

り、相談会や商談会を対面式・オンラ

イン式とフレキシブルに対応したこと

に加えて相談案件をきめ細かく支援し

た結果、海外展開成約件数は順調に進

捗している。 

 

 

○ 
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４．小規模企業者の事業の持続的な発展を図るための施策 

【令和５年度の主な取組内容】 

（２）生産性向上の促進 

○デジタル化の支援（P96） 

・商工会議所・商工会が実施する、デジタルを活用した地域活性化に向けた取組を支援し、小規模

事業者のデジタル化の支援や地域中小企業者の活性化を図った。（支援事業数 26 件） 

（３）その他小規模企業者の事業の持続的な発展を図るために必要な施策 

○小規模企業の組織化及びその組織の相談・指導などを支援（P100） 

・福岡県中小企業団体中央会において、中小企業組合等の相談・指導等の支援を行った。 

（相談・指導件数 6,851 件） 

 

【目標指標の進捗】（P101） 

指標 
当初値

（R2） 
目標値(R6) 実績値(R5) 達成状況 

商工会議所、商

工会の経営指導

員による巡回・

窓口指導による

経営改善等指導

件数 

 

197,626 件 

(単年度) 

※R1 年度 

198,000 件 

(単年度) 

220,334 件 

 (単年度) 

商工会議所、商工会の経営指導員

による指導件数は、新型コロナウ

イルス感染症や原油価格の高騰に

伴うエネルギーコスト・原材料価

格の上昇等により、支援を必要と

する中小企業が増加したことか

ら、目標値を上回った。 

 

 

 

◎ 

 

 

 

県の支援により生

産性が向上した小

規模企業者数 

 

15 社 

(単年度) 

90 社 

(3 年累計値) 

82 社 

 (累計値) 

コロナ禍の影響により平均支援期間

が 10 か月から 12 か月へと当初想定

よりも延長しているが、順調に推移

している。 

 

◎ 

 

 

重点支援企業であ

る小規模企業者の

うち売上または経

常利益が向上した

企業の数 

 

223 社 

(単年度) 

240 社 

(単年度) 

266 社 

(単年度) 

地域中小企業支援協議会の構成機関

が連携して、重点支援企業が抱える

個々の課題に応じ、きめ細かく支援

したことにより、目標値を上回っ

た。 

 

 

◎ 

 

 

 

 


